
 

令和 2 年 1 月 16 日  
国立研究開発法人 
日本医療研究開発機構 
契約担当職 
理 事 長   末 松 誠 
（ 公 印 省 略 ） 

 
参加者確認公募 

 
下記の件について、特定の者との随意契約を予定していますが、他の履行可能者の有無を確認するため、

公募に付します。 
 

記 
 
1. 当該公募の趣旨 
 

本調達は、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（以下、「機構」という。）において現在、稼動・運

用中の研究倫理ホームページ（以下、「研究倫理 HP」という。）について運用管理支援を行うものである。

本研究倫理 HP の安定運用を実現するためには、システムの構成及びプログラムについて熟知している必

要がある。 
研究倫理 HP の基盤システムは、単なるクラウド上のデータストレージではなく、データセンター、回

線・サーバ等機器設備、サーバ等機器上で動作するソフトウェア、ウイルス対策等のセキュリティシステ

ム、システム保守・監視等のサービス等、システム稼働に必要な環境を特定事業者からクラウドサービス

として一体でサービス提供を受けている。このシステムは機構の仕様に基づき開発したものであり、当該

特定事業者を契約の相手方とする契約手続きを行う予定としているが、当該特定事業者以外の者で、下記

の公募要件を満たし、本業務の実施を希望する者の有無を確認する目的で、参加意思確認書の提出を招請

する公募を実施するものである。 
 
2. 公募に付する事項 

（１）件  名  AMED 研究倫理ホームページの運用管理支援業務 
（２）業務内容    別紙仕様書のとおり 
（３）履行期間  令和 2 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日 
（４）履行場所    国立研究開発法人日本医療研究開発機構指定の場所 
 

3. 応募者に必要な資格 
（１）国立研究開発法人日本医療研究開発機構契約事務の取扱に関する機構達第８条及び第９条の規定に

該当しない者であること。 
（２）国の競争参加資格（全省庁統一資格）において、役務の提供等の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級の資

格を有する者であること。 
（３）仕様書において定める特質を全て満たすものを提供できること。 
（４）国立研究開発法人日本医療研究開発機構から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 
（５）資料閲覧に参加した者であること。 

 
4. 公募説明書等の交付場所 

公募説明書等は、ホームページよりダウンロードすること。 
  東京都千代田区大手町 1 丁目 7 番 1 号 読売新聞ビル 
  国立研究開発法人日本医療研究開発機構 経理部 契約調整グループ［担当：廣瀬・川島］  

TEL：03-6870-2208 FAX：03-6870-2240  

E-mail: nyusatsu2@amed.go.jp （案件毎にメールアドレスが異なるので注意をすること。） 
 
5. 関連資料閲覧について 
 本公募に係る関連資料は以下の要領にて公開する。 

mailto:nyusatsu2@amed.go.jp


 

（１） 閲覧資料 仕様書等に記載のとおり 
（２） 閲覧期間 令和 2 年 1 月 23 日から令和 2 年 1 月 24 日まで 

      
（３） 閲覧場所 上記 4． 
（４） 申込先  上記 4．（詳細は参加者確認公募説明書による） 

 
6. 質問書の提出期限・場所 
 （１）提出期限：令和 2 年 1 月 27 日 12 時 00 分 
 （２）提出場所：上記 4.に同じ。 
 （３）提出方法：E-mail に限る。（電話では受け付けない。） 
         件名は、「【質問書】（件名）（商号又は名称）」とすること。 
 （４）回 答：令和 2 年 1 月 29 日（予定）（ホームページに掲載） 
 
7. 参加意思確認書の提出期限及び場所 

（１）提出期限 令和 2 年 2 月 5 日   12 時 
（２）提出場所 上記 4.に同じ 
 記載内容の説明を求める場合があるので、求めに応じてメール等で説明すること。 
なお、上記期限までにいずれの者からも応募がなかった場合又は提出された参加意思確認書の全てが 
無効なものであった場合、本公募は当該期限をもって終了し特定事業者との契約に移行する。 

 
8. その他 

（１）応募者がなかった場合は、特定事業者と随意契約を行う。 
（２）上記 7．の手続きを経た有効な参加意思確認書について審査した結果、公募要件を満たす応募者が

ある場合、その他機構が必要と認める場合は、一般競争入札に移行するものとし、その公告予定に

ついては、後日応募者全員に通知する。 
（３）契約に係る情報の公表：当機構と一定の関係を有する者と契約する場合には、当機構からの契約 

者への再就職状況等について公表を行うものとする。 
 （４）その他詳細は、公募説明書による。 

 
以 上

 


